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１  朝光苑居宅介護支援センターの概要 

（１）事業者運営法人 

法人名  社会福祉法人 朝霞地区福祉会 

法人所在地  埼玉県志木市下宗岡１町目２３番１号 

電話番号  ０４８－４７１－３１３９  

代表者氏名  理事長  野口典孝 

設立年月日  １９７５年（昭和５０年）３月３１日 

  

（２）事業者の概要 

事業の種類  居宅介護支援 

介護事業者番号  埼玉県１１７２１００５３７号 

事業所所在地  埼玉県朝霞市青葉台１丁目１０番３２号 

電話番号  ０４８－４６５－１２１２ 

ＦＡＸ番号  ０４８－４６５－１２６２ 

通常の事業の実施地域  朝霞市 

＊上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。 

 

（３）事業者の職員体制 

職 種 人 員   職 務 内 容 

 

管理者 

（兼主任介護支援専門員） 

 

 
 

１名以上 
 

 

  
 
事業の管理全般 サービス計画の立案・管理 

 

介護支援専門員 

 

１名以上 

  

サービス計画の立案・管理 

  

 

（４）事業の目的および運営の方針 

事業の目的 
事業所の介護支援専門員が、要介護状態にある高齢者等（以下「利用者」という）

に対し、適切な居宅介護支援事業を提供することを目的とする。 

 

運営の方針 

①介護支援専門員は、利用者の心身の特性を踏まえて、その能力に応じ、その居宅

において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な援助を行う。 

②事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保険・医療・福祉サービス・地域包

括支援センター等との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるもの

とする。 

 

（５）営業日 

   月～金曜日（ 休業日／土、日、祝祭日、１２月 ２９日 ～ １月 ３日 ） 

 

（４）営業時間 

   午前 ９時 ～ 午後 ５時 ４５分 
   （営業時間外については、電話等により２４時間常時連絡が可能な体制を取っております） 



２ 居宅介護支援の内容 

（１）インテーク 

初回の相談依頼を受けて、利用者、家族等と面談します。 

（２）アセスメント 

    利用者の居宅を訪問して利用者、家族等と面談した上で課題の分析をします。 

（３）居宅介護サービス計画原案の作成 

アセスメント後居宅サービス計画原案の作成をします。 

必要に応じて、多様な主体により提供される生活支援サービス（インフォーマルサービスを含む）

が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成します。 

（４）サービス担当者会議の開催 

居宅サービス計画原案を基に利用者、家族、専門職等とサービス担当者会議を開催します。 

（５）文書による同意 

サービス担当者会議にて居宅サービス計画書の検討後利用者又は家族等より文書による同意

を受けて交付します。 

（６）モニタリングの実施 

少なくとも月１回、利用者宅を訪問し面談してモニタリングを行い、結果を記録します。 

（７）居宅サービス計画の変更 

利用者の状態が変化した等の場合は、速やかに居宅サービス計画の変更のため、上記（２）から

（５）の実施をします。 

（８）居宅介護支援に係る事業者の義務について 

〇指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め、利用者または、そ

の家族等に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、介護支

援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めます。 

〇介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたとき、そ 

の他必要と認めるときは、利用者の口腔に関する問題、薬剤状況その他の利用者の心身又は生 

活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治医、歯科医師又は薬

剤師に提供します。 

〇介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希

望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て、主治医又は歯科医師（以下「主

治医等」という）の意見を求めます。その場合において、介護支援専門員は、居宅介護サービス

計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を主治医等に交付します。 

〇指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に際し、あらかじめ、居宅サービス計画 

が基本方針及び利用者の意向に基づき作成されるものであり、利用者は複数の居宅サービス

事業者を紹介するよう求めることができます。また、当該事業者を居宅サービスに位置付けた理

由を求めることができます。 

   〇ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、以下について利用者に説明を行います。 

    ①事業者の前６月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護 

（通所介護等）、福祉用具貸与の各サービス割合 

    ②事業者の前６月に作成したケアプランに位置づけた訪問介護、通所介護、地域密着型介護

（通所介護等）、福祉用具貸与の各サービスの提供回数のうち、同一事業者によって提供さ

れたものの割合 

 



３ 利用料金 

（１）利用料 

サービス利用料については、下記のとおりです。要介護認定を受けられた方は、介護保険制度か

ら全額給付されるので自己負担はありません。 

    ただし、要介護認定を受けられていても、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支

払われない場合、１か月につき要介護度に応じて下記の金額をいただき、当事業所からサービス提

供証明書を発行いたしますので、後日、このサービス提供証明書を市町村の窓口に提出しますと、

全額払い戻しを受けられます。この場合、事業者は翌月１５日までに、当月の料金の合計額の請求書

に明細を付して、利用者に交付します。 

    利用者は、月の末日までに銀行振り込みの方法で支払います。 

 

 
 

 
 
 
 

居宅介護支援費 
 
 

 
要介護認定区分 

 

 
１か月当たりの利用料金 

 

要介護１～２ 

 

 

11，772円 

 

要介護３～５ 

 

 

15，295円 

 ※利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡によりサービス利用に至ら 

なかった場合、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必要なケアマネジメント業務や 

給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適 

当と認められる場合については、基本報酬を算定いたします。 

 

※利用者の状況により下記の加算があります。 

加算種類 加算料金 

 

初回加算 

 

 

3，252円（１月につき） 

 

退院・退所加算 

 

 

4，878円～9，756円 

（入院・入所期間中に１回を限度） 

 

 

入院時情報連携加算  Ⅰ 

入院時情報連携加算  Ⅱ 

 

2，710円（１月につき） 

2，168円（１月につき） 

 

緊急時等居宅カンファレンス加算 

 

 

2，168円 

（１月につき２回を限度） 



 

ターミナルケアマネジメント加算 

 

 

4，336円（１月につき） 

 

通院時情報連携加算 

 

 

５４２円 

（利用者１名につき１月に１回が限度） 

 

特定事業所加算Ⅰ 

特定事業所加算Ⅱ 

特定事業所加算Ⅲ 

特定事業所加算Ａ 

 

5，625円（１月につき） 

4，563円（１月につき） 

3，501円（１月につき） 

1，235円（１月につき） 

 

介護職員等処遇改善加算 所定単位数の2.1% 

   

（２）交通費 

前記１の（２）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域の方は、介 

護支援専門員がお訪ねするための交通費の実費が必要です。 

    ＊車輌使用時  

通常の事業の実施地域を越えた地点から片道１キロメートルにつき２３円です。   

 

（３）複写物にかかる費用 

    利用者は、サービス提供の記録を、いつでも閲覧できますが、複写物を必要とする場合には、

実費（白黒１０円/枚・カラー２０円/枚）をご負担いただきます。 

 

（４）料金の変更 

   介護保険法、その他関係法令等の改正により、介護保険給付費体系の変更があった場合には、

上記（１）利用料（居宅介護支援費及び各種加算）を変更いたします。 

    

（５）解約料 

   お客様はいつでも契約を解約することができ、一切料金はいただきません。 

 

（６）支払い方法 

料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月１５日までに前月分の請求をいたしますので、月の末 

日までにお支払いください。お支払いいただきますと、領収書を発行します。なお、お支払い方法は、銀

行振込支払いとなります。 

 

４ サービスの利用開始 

お電話等でお申し込みください。当事業所職員がお伺いいたします。契約を締結した後、サービスの

提供を開始します。 

 

５ サービスの利用終了 



   以下の居宅介護支援利用契約書 第１３条の①から⑦のいずれかに該当する場合、この契約は終了 

します。 

  ①要介護認定により、利用者の心身の状況が非該当（自立）、要支援１及び要支援２と判定された場合 

  ②利用者が介護保険施設に入所した場合 

  ③利用者が死亡した場合 

  ④事業者が解散命令を受けたり、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

  ⑤事業所の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

  ⑥事業所が介護保険の指定を取り消しされた場合又は指定を辞退した場合 

  ⑦第１４条から第１５条に基づき、本契約が解約又は解除された場合 

 

６ サービス利用契約の解約権 

（１）利用者の解約権 

   利用者は、以下の居宅介護支援利用契約書 第１４条 ①から⑤のいずれかの場合には、契約終

了を希望する７日前までに事業者に通知することにより、契約の解除を申し出ることができます。 

   ①介護保険の給付対象外のサービス利用料の変更に同意できない場合 

   ②事業者の運営規定の変更に同意できない場合 

   ③事業者が正当な理由なく、本契約に定めるサービスを実施しない場合 

   ④事業者が守秘義務に違反した場合 

   ⑤故意又は過失により、利用者の身体・財物・信用等を傷つけられることや著しい不信行為等が事 

業者にあった場合 

 

（２）事業者の解約権 

   事業者は、以下の居宅介護支援利用契約書 第１５条 ①～③のいずれかの場合には、利用者に

対して、１か月以上の予告を置いて、理由を示した文書で通知することにより、契約を解除すること

ができます。 

①利用者のサービス利用料金の支払いが発生した場合につき、その支払いを３か月以上遅延し、

料金を支払うよう催告したにもかかわらず１５日以内に支払われない場合 

   ②利用者又はその家族等が、事業者やサービス従業者に対して、本契約を継続し難いほどの背信

行為（介護護現場におけるハラスメント対応マニュアルに定義する、身体暴力（たたく等）及び精

神的暴力（大声を発する・怒鳴る等）並びにセクシャルハラスメント（必要もなく手や腕を触る等）

のハラスメント行為を含む）を行い、その状態が改善されない場合 

   ③やむを得ない事由により、事業所を閉鎖又は縮小する場合 

 

７ 事故発生時の対応 

   当事業所職員の訪問時等に事故が発生した場合は、お客様に対し応急処置、医療機関への搬送等

の措置を講じ、速やかに市町村・ご家族様等に連絡を行います。 

また、事故の状況及び、事故に際して採った処置について記録するとともに、その原因を解明し、

再発防止策を講じます。  

なお、当センターは、民間の損害保険会社に加入しております。 

   

８ 守秘義務等 

   利用者又はその家族等の個人情報は、あらかじめ文書にて同意を得ない限り、サービス担当者会



議等において用いません。 

 

９ お客様を担当する介護支援専門員 

職・氏 名  介護支援専門員 ：  

※介護支援専門員の変更 

①介護支援専門員の変更を希望される方はお申し出ください。ただし、利用者及び家族等から、特

定の介護支援専門員の指名はできません。 

②当事業所の都合により、担当事業所、担当介護支援専門員を変更させていただく場合がありま

す。その場合は事前に通知するとともに、担当より変更の説明をいたします。 

 

１０ 虐待の防止について 

  事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の発生または、その再発を防止するため、必要な体制を整備す

るとともに、従業者に対して研修を実施する等の必要な措置を講じます。 

   ①虐待防止に関する担当者を選定しています。 

 

虐待防止に関する責任者 

 

朝光苑 施設長        紺清 公介 

虐待防止に関する担当者 

 

在宅サポート部主幹   小南 恵子 

②虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知徹底を図

っています。 

   ③虐待防止のための指針を整備しています。 

   ④従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

 

１１ 衛生管理等について 

   事業所において、感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

   ①事業所における感染症予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を開催するととも

に、その結果を従業者に周知徹底を図っています。 

   ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

   ③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修等を定期的に実施しています。 

 

１２ 業務継続計画について 

   ①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施

するため、および非常時体制で早期の業務再開を図るための指針（業務継続計画）を策定し、当

該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

   ②従業者に対し業務継続計画について周知するとともに必要な研修や訓練を定期的に実施します。 

   ③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１３ ハラスメント対策について 

   事業者は、職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい職場環境づくりを行いま 



す。また、職員に対しての暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷等の迷惑行為などを禁止します。 

 

１４ 苦情相談体制 

当センターが設置する苦情解決体制は、次のとおりです。当センターが提供したサービスに関する

苦情だけではなく、当事業所が作成した介護サービス計画に位置付けたサービスに関する苦情も遠

慮なくお申し出下さい。 

    ※受付日及び時間  営業日の全日 午前 ９時～午後 ５時 ４５分 

 

 

苦情受付担当者／ ～苦情を受け付けます～ 

          センター介護支援専門員・・・・・・佐々木 亮介（ささき りょうすけ） 

                                     電話 ０４８－４６５－１２１２ 

苦情解決責任者／ ～苦情の解決に努めます～ 

          朝光苑施設長・・・・・・・・・・・・・・・紺清 公介（こんせい こうすけ） 

                                     電話 ０４８－４６５－３２５５ 

第三者委員  ／ ～苦情解決の助言を頂きます、直接苦情も受け付けます～ 

          社会保険労務士・・・・・・・・・・・・・田代 嘉男（たしろ よしお） 

                                     電話 ０４８－４６６－２５７１ 

          朝霞市民生委員・・・・・・・・・・・・佐々木一夫（ささき かずお） 

                                           電話 ０８０-６６３６-８８８６ 

＊当センター以外に市町村及び、埼玉県国民健康保険団体連合会の苦情相談窓口に苦情を伝えるこ

とができます。 

朝霞市役所 (代表)                       電話 ０４８－４６３－１１１１ 

朝霞市健康部介護保険課介護保険係            電話 ０４８－４６３－１９５２ 

埼玉県国民健康保険団体連合会               電話 ０４８－８２４－２５６８ 

 

 

 

重要事項説明書の内容について説明を受けました。 

 

 

令和    年    月    日 

 

契約者（利用者）                            印  

 

 

代理人(身元保証人)                         印  

 

 

 

重要事項説明書説明日 令和    年   月   日 



説    明    者 朝光苑居宅介護支援センター                  印 



 

 


